
レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 2.7 ％ -3.0 ％ 5.4 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 2.4 ％ -3.5 ％ 5.7 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

  基準年度から、温室効果ガスの排出量が減少した。
　要因としては、電力会社の排出係数が大きく影響した。
　環境計画等推進会議では、引き続き照明器具のＬＥＤ化を推進することで排出量の削減に努めたい。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 26,015 24,538

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 23,049 21,818

事業の概要

本市（人口197,353人、面積72.68k㎡（平成29年７月１日現在））地域内の
・小中学校、図書館、福祉施設等各種施設の設置管理
・道路、公園、上下水道等の生活環境の整備
など、地方自治法に基づいて、住民の日常生活に直接関係する事務を包括的に
処理する。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 98地方公務

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府岸和田市岸城町７番１号

氏名
岸和田市

   市 長　  永野　耕平



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1222) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2016 年度

12 文化会館

クーリングタワー、舞台系統加湿装置の改修

空調設備の高効
率化

13
牛滝温泉やす
らぎ荘

温泉用昇温ボイラを高効率なものへ更新

ボイラの高効率
化

10 競輪場

空調設備を高効率なものへ更新

空調設備の高効
率化

11
磯ノ上下水処
理場

空調設備を高効率なものへ更新

空調設備の高効
率化

8
山直市民セン
ター

非常誘導灯をLED化を行った。

非常誘導灯の高
効率化

9 産業会館

空調機と照明器具を高効率なものへ更新したこ
とで、ガス及び電気使用量の約50％（年間67t-
CO2）の削減。空調設備の高効

率化

6 山直ポンプ場

LED器具へ更新

照明器具の高効
率化

7 女性センター

空調設備を高効率なものへ更新したことで、約
15％（年間2t-CO2）の削減。

空調設備の高効
率化

4 全ての事業所

高効率照明ランプの導入、またはLED灯具への
更新。
照度計を活用し、過剰な照明を間引く。使用電力の削減

5 文化会館

太陽光パネルと蓄電池を導入し、電力のピーク
カットや平準化対策を行う。H28年2月に導入済
み。再生可能エネル

ギーの導入

2 全ての事業所

昼休み時間中、執務に支障のある場合を除き、
執務室内の照明を消灯する。

昼休みの消灯

3 全ての事業所

ＯＡ機器等については、待機電力の削減を徹底
する。

待機電力の削減

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

冷暖房時の設定温度は、室内温度を冷房時は
28℃、暖房時は20℃を目安とし、エネルギー使
用量を抑制する。冷暖房の温度設

定

(2)推進体制

①環境計画等推進会議
　岸和田市環境計画等推進会議は、市長を除く特別職及び全部長で構成され、計画を推進する。
②事務局
　事務局は市民環境部環境課が担当し、その役割は次のとおりとする。
　　・各職場における取り組み状況、評価を行い、必要に応じて推進会議に報告する。

　  ・委員会の指示により、計画の見直し原案を作成する。
　　・委員会の指示により、計画推進に必要な調査・検討を行う。
　　・委員会の庶務を行う。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2017 年度
人工排熱 ～
平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2017 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

1

全ての事業所 エコドライブを実践する。

エコドライブの
推進

2

全ての事業所 ハイブリット車等の低公害車や燃費基準達成車
を導入する。

低公害車の導入

20 環境事務所

LED器具へ更新

照明器具の高効
率化

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

18 自泉会館

空調機の更新

空調設備の高効
率化

19 光陽中学校

空調機の更新（保健室）

空調設備の高効
率化

16 山直ポンプ場

配水ポンプを超高効率モータへ更新

トップランナー
モータの導入

17 文化会館

高圧受電設備の更新

高効率機器の導
入

14 天神山幼稚園

教育センターの移転に伴い、空調設備や照明器
具を高効率なものへ更新

空調設備の高効
率化

15 山直ポンプ場

変圧器の高効率化

トップランナー
変圧器の導入

13
牛滝温泉やす
らぎ荘

温泉用昇温ボイラを高効率なものへ更新

ボイラの高効率
化



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -2.7 ％ 1.9 ％ 4.5 ％

－ ％ -3.0 ％ 1.4 ％ 3.5 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成29年度は輸出として上工程の製鋼設備の稼働が増えた一方、圧延設備の稼働が減った。原単位分母を生産量として
いたが上工程のビレット生産量のみが増え、下工程の異形棒鋼の生産量が減っているので削減率が正常な判定値として
判断できない状況である。来年度より製鋼生産量、圧延生産量を合算した数字を分母とし削減状況を報告する。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 185,080

区分
削減目標

195,910

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 178,145 186,469

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 22鉄鋼業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
製鋼工場にて、鉄スクラップを電気炉で溶解してビレットを製造し、圧延工場
にてビレットから鉄筋棒鋼を製造し、販売している。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府岸和田市臨海町２０番地

氏名
岸和田製鋼株式会社

代表取締役社長　鞠子　重孝



No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2113) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
1

岸和田製鋼 車利用者の管理、不必要な社用車、車両は使用
しない。

不必要な車両の
使用禁止

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

(2)推進体制

トップより全社員一丸となって省エネについて取り組む様指示が出ている。設備的ではなくアイデアで省エネが達成で
きるよう人員増強し、各部で目標を持ち省エネに取り組む。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 1.4 ％ 2.4 ％ -8.2 ％

－ ％ 0.1 ％ 1.2 ％ -8.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

燃費向上のため、細骨材は一旦仮置して含水比を減少させることや古い照明機器を省エネ効果が高いLED照明に取り換
えた。引き続きまだ取り替えてない照明の省エネ機器の導入も検討して更なる削減を目指します。

経済的理由により省エネ効果が高いLED照明を取り替えていないものがある。細骨材を仮置しているが夏場以外は含水
比の減少が思わしくない。28年度より生産量が増加したので排出量も増加した。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 3,707 3,600

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,618 3,506

事業の概要
・アスファルト合材工場(舗装材料製造業)・産業廃棄物処理業(AS,CONガラ処
理)・総合工事業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 32その他の製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
石川県金沢市神田1丁目13番1号

氏名
北川ヒューテック(株)

代表取締役　北川　隆明



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2016 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度

(4)その他の抑制対策

1

全事業所 出来る限り、自転車や公共交通機関を利用す
る。

公共交通機関の
利用

2

全事業所 エアコンの使用を控え、駐車や長時間停車する
際は、エンジンを止める。また、タイヤ圧をこ
まめにチェックし、適切な空気圧で走行する。エコドライブの

推進

6 全事業所

エアコンフィルターの定期清掃

省エネ活動

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 全事業所

古い外灯等の照明器具を省エネ効果の高いもの
に順次入替する。

照明器具の入替

5 全事業所

昼休み時間の消灯とOA機器の電源OFF

省エネ活動

2 門真合材所

タンク内のアスファルトは、適切な温度で管理
し、使用しないタンクは、ヒーターを停止す
る。アスファルト温

度の管理

3 門真合材所

バーナー停止後、15分後で排風機を停止。排ガ
ス温度80度以下でドライヤ・ホットエレベー
ター・振動篩を停止する。(必要以上に稼働し
ない)

プラント停止時
の空運転禁止

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 門真合材所

含水比の少ない材料を搬入し、出来るだけ継続
運転の実施を行い燃焼の効率化を図る。

加熱・燃焼の合
理化

(2)推進体制

・電気設備を更新する際は、省エネ性能評価の高いものを積極的に採用する。
・意識向上のため、温室効果ガス排出抑制対策に関する社内教育の実施。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ -4.8 ％ -4.1 ％ 3.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ -4.6 ％ -4.0 ％ 2.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

社屋のエアコンをガスエンジン駆動タイプから、最新の電気式エアコンに交換した事により、ガス使用量が減り、更に
車輌に於いては、所有台数ほぼ変わらないが順次入替が進み、最新の低燃費車輌が増えた事により、軽油使用量の削減
も出来た為、3％の削減が出来たと考えられる。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 5,560

区分
削減目標

5,405

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,550 5,389

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
近畿圏に於いて、主に冷凍冷蔵食品の配送を手掛けており、一部精密機械の配
送や企業の引っ越し作業も行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市住之江区

氏名
木津運送株式会社

平林南1－5－39 代表取締役　白山竜太郎



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

1

本社 グリーン経営認証取得済みな為、その活動を維
持する。

エコドライブの
継続推進

2

本社 代替え車輌は順次入れ替える

最新低燃費車へ
の代替え

2 本社

屋外投光器が水銀灯だったがLED照明器具に交
換した。

電気使用の改善

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 本社

昼休み時の蛍光灯や、トイレや倉庫等の無人時
のこまめな電源オフ。空調機器の季節ごとの適
正温度の遵守。電気使用の改善

(2)推進体制

社長を環境責任者として、温室効果ガスの排出及び人工排熱抑制に努めている。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 21.7 ％ 1.3 ％ 2.1 ％ 2.3 ％

－ ％ -1.9 ％ -1.1 ％ -0.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪府内の店舗の総売上金額

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

昨年度（２０１７年度）更新車両のうち、５台を低公害車（ハイブリッド自動車）、８台を低排出ガス（４つ星）車に
更新。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 628

区分
削減目標

675

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 628 655

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 60その他の小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要

医療用機器（X線診断システム、CTシステム、MRIシステム、超音波診断システ
ム、放射線治療装置、核医学診断システム、検体検査システム、ヘルスケアIT
ソリューション など）の開発、製造、販売、技術サービス。
全国１４６事業所のうち大阪府内は２事業所で営業（主に、医療機器の販売、
技術サービス）。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
栃木県大田原市下石上１３８５番地

氏名
キヤノンメディカルシステムズ株式会社

代表取締役社長  瀧口 登志夫



No. 

ＧＨＧ排出 コード (0) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2018 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2018 年度
1

全ての事業所 社有車両の低公害車（ハイブリッド自動車）、
低排出ガス（４つ星）車への更新。毎年10台以
上の更新を目標。ＨＶ車・４星車

の導入等

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

(2)推進体制

事業成長と環境負荷の低減を両立した企業を目指して、2011年4月1日付で「環境経営推進室」を発足。環境経営の中長
期施策の策定、環境マネジメントの観点からの製品企画、開発、生産、販売、サービスを支援しています。特に、環境
性能の評価、“環境性能を提供する”ための従業員教育および環境マーケティングの推進などに注力していきます。
2015年度から更新車両のうち、10台以上を低公害車（ハイブリット自動車）、低排出ガス（４つ星）車に更新して行き
ます。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 28.9 ％ 6.7 ％ 38.9 ％ 34.6 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 6.9 ％ 38.8 ％ 34.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

最も大きな要因としては、大阪工場閉鎖による生産集約が挙げられる。さらにﾏｰｹｯﾄの状況により、粗鋼生産量が、計
画時に想定した量の約8割となっており、排出量が抑えられた。また電力単価の高騰に対応して、電力以外のエネル
ギーの使用量増や、従来以上に省電力操業方法に徹したことでエネルギー原単位が向上した。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 175,615 115,298

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 167,394 109,566

事業の概要
主に鉄筋コンクリート用棒鋼・構造用鋼、鋼片の製造・販売を行っており、全
国で3工場、うち、大阪府内では本社と1工場を展開している。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 22鉄鋼業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市北区堂島浜１－４－１６

氏名
共英製鋼株式会社

アクア堂島西館18階 代表取締役社長 廣冨 靖以



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (5221) 2019 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2021 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5221) 2019 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2021 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1121) 2018 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5221) 2018 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5221) 2018 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1221) 2018 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5221) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2017 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1121) 2018 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2019 年度

　　2.自動車分野

12 枚方事業所

【新規】電気炉炉底よりN2ﾊﾞﾌﾞﾘﾝｸﾞで溶鋼を撹
拌し電力を削減する(△15kWh/t)【年間2625t-
CO2削減】H29年度で計画中炉底バブリング

13 枚方事業所

【新規】加熱炉抽出温度を5℃下げて燃料使用
量を抑えた操業にする(△0.15L/t)｡【年間
100t-CO2削減】H30年度以降で計画中抽出温度下げる

10 本社

残業を削減をさらに強化し、照明・空調設備の
運用時間を削減する。

不要な残業の削
除

11 枚方事業所

【新規】電気炉炉体冷却ﾎﾟﾝﾌﾟを高効率ﾀｲﾌﾟへ
変更する(△0.2kWH/t)【年間36t-CO2】
H29年度で計画中高効率ﾎﾟﾝﾌﾟの導

入

8 本社

営業時間外(午後6時以降及び休日）の冷房を停
止(メイン空調）を継続。

冷房設備の運用
管理

9 本社

使用しない会議室および帰宅した部署付近の蛍
光灯をこまめに消し、さらに昼休み時にも消灯
し、電力使用量を削減する。証明設備の運用

管理

6 枚方事業所

【新規】ｱﾙﾐﾌﾞﾘｹｯﾄ使用量の増量
(+100kg/ch)【年間1527t-CO2】

昇温材料の変更

7 本社

5月1日から6ヶ月間のノーネクタイを継続。室
内温度を概ね27℃に設定し、電力使用量を削減
する。クールビズ

4 枚方事業所

【新規】集塵機冷却ﾎﾟﾝﾌﾟを高効率ﾀｲﾌﾟへ変更
する(△0.1kWH/t)【年間18t-CO2】
H30年度で計画中高効率ﾎﾟﾝﾌﾟの導

入

5 枚方事業所

【新規】加熱炉冷却ﾎﾟﾝﾌﾟを高効率ﾀｲﾌﾟへ変更
する(△0.1kWH/t)【年間18t-CO2】
H30年度で計画中高効率ﾎﾟﾝﾌﾟの導

入

2 枚方事業所

直引集塵機についてﾌｧﾝの形状を高効率ﾀｲﾌﾟへ
変更する(△0.7kWh/t)。【年間121t-CO2削減】
来年度で立案予定直引集塵機ﾌｧﾝ高

効率化

3 枚方事業所

【新規】加熱炉抽出温度を950℃に下げた
週末の生産比率を80%以上にする
(△1.35L/t)｡【年間900t-CO2削減】抽出温度下げる

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 枚方事業所

第二建屋集塵機についてﾌｧﾝの形状を高効率ﾀｲ
ﾌﾟへ変更する(△0.7kWh/t)。【年間121t-CO2削
減】高額のため来年度以降に延期第二建屋集塵機

ﾌｧﾝ高効率化

(2)推進体制

全社的に常務をトップとした各事業所ごとの省エネルギー推進体制。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -6.4 ％ -3.1 ％ -1.2 ％

－ ％ -6.2 ％ -3.0 ％ -1.1 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

枚方工場の「生産量」原単位指標、本社事業所の「稼動時間×延床面積」原単位指標、及び基準年(H26)に算出した本
社事業所の「稼動時間×延床面積」に相当する枚方工場の生産量換算値を用いて、当社全体の総合原単位を算出した。

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

本社事業所では、空調室外機のフィン清掃やLED照明の導入等の省エネ施策により、本社事業所単独では原単位を基準
年比5.4%改善することができました。枚方工場においても、空調更新やLED照明導入、チラーユニットの清掃等の省エ
ネ施策を実施しましたが、基準年に比べ、生産品目が多様化したため、枚方工場単独では原単位が基準年比4.2%の悪化
となりました。（省エネ施策の効果により、前年比では1.8%改善できております。）

上記の結果、KDC事業所全体では基準年比で1.1%悪化となりました。（前年比では1.9%改善）
更なる省エネ施策の実施や重点対策ハンドブックに基づく設備管理強化を図り、継続して原単位削減を図ります。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 10,830 12,340

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 9,810 11,193

事業の概要
モノクロおよびカラーのプリンター、複合機、幅広複合機、
ドキュメントソリューション、アプリケーションソフトウェア
およびサプライ製品の開発・製造

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 29電気機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府大阪市中央区玉造1-2-28

氏名
京セラドキュメントソリューションズ株式会社

代表取締役社長　伊奈　憲彦



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2019 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2019 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2021 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2021 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2020 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2020 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2019 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2019 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2018 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2018 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度

14 枚方工場

第4-1工場3F～5F事務所の200本の照明をLED照
明に更新し、消費電力を削減する。
平成29年度実施済：年間10.5ｔ－CO2削減

12 枚方工場

第3工場4階空調更新
（年間8ｔ－CO2削減予定）
平成29年度実施済：年間8.0ｔ－CO2削減空調更新

13 本社事業所

第1ビル2F～7Fの394本の照明をLED照明に更新
し、消費電力を削減する。
平成29年度実施済：年間9.0ｔ－CO2削減高効率照明への

更新

10
本社事業所
枚方工場

階段利用の2up3down運動を推進し、電力使用を
削減する。
【実施継続中】ISO14001（EMS)

の推進項目

11 本社事業所

第2ビル空調システム更新
（年間17ｔ－CO2削減予定）
平成29年度実施済：年間7.6ｔ－CO2削減空調更新

8
本社事業所
枚方工場

照明の間引き・消灯時間の徹底による電力消費
を削減する。
【実施継続中】ISO14001（EMS)

の推進項目

9
本社事業所
枚方工場

温度管理の徹底によるガス・電力消費を削減す
る。
【実施継続中】ISO14001（EMS)

の推進項目

6 枚方工場

第2工場4F事務所の173本の照明をLED照明に更
新し、消費電力を削減する。
（年間 6ｔ－CO2削減予定）
平成27年実施予定⇒他フロア実施により、実施
時期を変更

高効率照明への
更新

7 枚方工場

第3工場2F事務所の54本の照明をLED照明に更新
し、消費電力を削減する。
平成29年度実施済：年間0.6ｔ－CO2削減高効率照明への

更新

4 本社事業所

発電機付きGHP空調設備の増設により、発電し
た電力を社内利用し、消費電力を削減する。
平成27年度実施済：年間13ｔ－CO2削減発電設備の導入

5 枚方工場

５,６号ラインの粗砕・分級Ｆ用のターボブロ
アをルーツブロアに変更。
平成29年度実施済：年間54ｔ－CO2削減高効率ファンへ

の変更

2 本社事業所

R&DセンターB1F、1F、7F、16F、17Fの985本の
照明をLED照明に更新し、消費電力を削減す
る。（年間 28ｔ－CO2削減予定）
平成30年実施予定⇒他フロア実施により、実施
時期を変更

高効率照明への
更新

3 本社事業所

R&Dセンター8F、9F、10F,11F、12Fの788本の照
明をLED照明に更新し、消費電力を削減する。
（年間23ｔ－CO2削減予定）
平成29年度実施予定⇒他フロア実施により、実
施時期を変更

高効率照明への
更新

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 本社事業所

R&Dセンター2F、3F、5F、6F、13Fの985本の照
明をLED照明に更新し、消費電力を削減する。
（年間 28ｔ－CO2削減予定）
平成29年実施予定⇒他フロア実施により、実施
時期を変更

高効率照明への
更新

(2)推進体制

・ISO14001環境マネジメントシステム
　ISO14001に基づく環境マネジメントシステムを、国内の全事業所に導入し認証取得を完了しており
　環境保護活動の1つとして、温室効果ガス削減についても目標を掲げ毎月進捗状況を報告・確認
　するとともに、今後の改善方法についても検討しながら推進しております。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1299) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2016 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2016 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
1

本社事業所
枚方工場

環境ISOのCO2削減活動の一環として、エコドラ
イブや相乗りを推進を実施
【継続実施】エコドライブの

推進

(4)その他の抑制対策

20 本社事業所

第2ビル1F～7Fの1300本の照明をLED照明に更新
し、消費電力を削減する。
平成30年追加：
平成29年度実施済：年間29.1ｔ－CO2削減

高効率照明への
更新

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

18 枚方工場

事務所の集約により、不使用となった事務所の
使用電力を削減する。
平成28年度実施済：年間60ｔ－CO2削減

事務所の集約に
よる電気の効率
利用

19 枚方工場

生産に使用するコンプレッサーの圧力設定を見
直し、使用電力を削減する。
平成28年度実施済：年間29ｔ－CO2削減運用管理の見直

し

16 枚方工場

コンプレッサーをオーバーホールし、効率アッ
プにより消費電力を削減する。
平成29年度実施済：年間8.1ｔ－CO2削減

設備メンテナン
スにより効率向
上

17 本社事業所

空調室外機のフィン洗浄を内作で実施し、空調
使用電力を削減する。
平成28年度実施：48台実施
年間1.7ｔ－CO2削減

設備メンテナン
スにより効率向
上

14 枚方工場

第4-1工場3F～5F事務所の200本の照明をLED照
明に更新し、消費電力を削減する。
平成29年度実施済：年間10.5ｔ－CO2削減高効率照明への

更新

15 枚方工場

第4工場　冷却塔5台、ﾁﾗｰﾕﾆｯﾄ19台洗浄実施
し、消費電力を削減する。
平成29年度実施済：年間28.9ｔ－CO2削減

設備メンテナン
スにより効率向
上



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 21.3 ％ 3.4 ％ -18.2 ％ -23.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 3.6 ％ -18.1 ％ -23.1 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

生産量増加に伴い稼働が増加(休日対応も増加)によりエネルギー使用量も増加となりました。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,290 8,968

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,741 8,291

事業の概要 プリント基板配線業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 28電子部品・デバイス・電子回路製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府泉大津市臨海町1－4－2

氏名
株式会社キョウデン

代表取締役社長　森　清隆



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

6 大阪事業所

・インバーター式コンプレッサー導入「H27年
度未実施」

エネルギーロス
を防ぐ

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 大阪事業所

下記3項目共「H27年度実施済」
・不要又は待機状態に有る設備の電源はオフ。
・適切な機器の選択及びメンテナンスによる機
器の寿命を延ばす。
・オーブンなどの発熱機器の遮断

設備等の運転管
理

5 大阪事業所

・2アップ3ダウンの実施。「H27年度実施済」
・荷物等の運搬時はエレベーターを使用、人の
上下は階段を使用。「H27年度実施済」、エレベーター運

転管理

2 大阪事業所

・使用しない時は電源をｏｆｆ
「H27年度実施済」、

OA機器の管理

3 大阪事業所

蒸気配管、冷却配管等に保温材を巻き、熱の放
射を防ぐ。、「H27年度実施済」

配管等のエネル
ギーロスを防ぐ

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 大阪事業所

・フイルターのこまめな清掃（1回/週）「H27
年度実施済」
・設定温度28度で管理「H27年度実施済」
・クールヒズの実施「H27年度実施済」
・建物の遮熱対応（カーテン等で）「H27年度

空調管理

(2)推進体制

環境保全大阪担当を中心に生産本部において毎月省エネ活動等の活動及び改善を報告を行う。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.3 ％ 2.5 ％ 2.6 ％ -58.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 2.6 ％ 1.9 ％ -60.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

本事業所は研究用原子炉（研究炉）を所有している特殊な事業所である。昨年度に比べ省エネルギー対策は着実に実施
しエネルギー総使用量は削減できているが、次の要因により温室効果ガス総排出量が増加。
・東日本大震災の影響により、新規制基準対応の為、研究炉が停止していたが、昨年度対応が完了し平成29年8月から
再稼働した。再稼働に伴い、研究炉の運転、また研究炉に関連する実験設備等の稼働が活発になったことによる電気使
用量が増加。
・電力事業者の変更に伴いCO2排出係数が変わったことによる（0.432→0.617）。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 3,072 4,924

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 2,773 4,380

事業の概要
国立大学法人京都大学の附置研究施設であり、研究・実験及び教育を行ってい
る。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 81学校教育

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
京都府京都市左京区吉田本町

氏名
国立大学法人　京都大学

学長　山極　壽一



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

12
複合原子力科
学研究所

ガス吸収冷温水機を空冷ヒートポンプチラーに
更新（年間113t-CO2を削減）
（平成28年度に実施）高効率機器への

改善

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

10
複合原子力科
学研究所

廊下やトイレに人感センサーを設置する（年間
4t-CO2を削減）
（平成27年度、平成28年度実施、平成29年度実
施）

節電対策による
削減

11
複合原子力科
学研究所

空調機（ＧＨＰ）を高効率空調機（ＧＨＰ）に
更新する。（年間7t-CO2を削減）
（ＧＨＰからＥＨＰへ更新した為未実施）高効率機器への

改善

8
複合原子力科
学研究所

事務部の夏季一斉休業の実施
（毎年度実施）

節電対策による
削減

9
複合原子力科
学研究所

照明器具をＬＥＤ照明器具に更新する。（年間
42t-CO2を削減）
（平成27年度、平成28年度実施、平成29年度実
施）

高効率機器への
改善

6
複合原子力科
学研究所

空調温度設定の指導や、節電シールの配布等を
省エネパトロールにより行う。
（毎年度実施）節電対策による

削減

7
複合原子力科
学研究所

クールビズ、ウォームビズの実施
（毎年度実施）

節電対策による
削減

4
複合原子力科
学研究所

必要時以外は、機器及び照明等のスイッチをこ
まめに切る。
（毎年度実施）照明等運用の改

善

5
複合原子力科
学研究所

夏期・冬期における電力の節電対策の実施
（毎年度実施）

節電対策による
削減

2
複合原子力科
学研究所

空調機（ＧＨＰ）を高効率空調機（ＥＨＰ）に
更新する。（年間3t-CO2を削減）
（平成28年度実施）高効率機器への

改善

3
複合原子力科
学研究所

外灯水銀灯照明器具をＬＥＤ照明器具に更新す
る。（年間12t-CO2を削減）
（平成27年度、平成28年度実施、平成29年度実
施）

高効率機器への
改善

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
複合原子力科
学研究所

空調機（ＥＨＰ）を高効率空調機（ＥＨＰ）に
更新する。（年間13t-CO2を削減）
（平成27年度実施、平成29年度実施）高効率機器への

改善

(2)推進体制

省エネルギー委員会を設置し、設備の省エネルギー及びＣＯ２排出量削減対策に取り組んでいる。また、エネルギー管
理員を配置し、環境負荷低減を推進するため環境配慮行動を促すよう啓蒙活動にも取り組んでおり、今後も本体制を充
実し継続していく。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

1

複合原子力科
学研究所

日常の点検・法定点検の実施により、良好な整
備状態を維持する。

自動車の適正な
維持管理

2

複合原子力科
学研究所

不要な自動車使用による移動を自粛

公共交通機関な
どの利用の促進



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ -3.6 ％ -1.1 ％ 0.2 ％

－ ％ -3.9 ％ 1.1 ％ 2.3 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

原単位＝エネルギー使用量(原油換算)／総加工重量

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成２９年度は年度は、温室効果ガスの削減目標が未達成となる。
顧客の生産抑制・減産対策・小ロット・短納期対応により、効率のよい稼働計画が立てられず、エネルギー原単位が悪
化する。
負荷効率の低い状態での稼働が続いたため、削減目標の達成には至っていない。

平成３０年度は、新規設備(連続焼入焼戻炉・バッチ型大型焼戻炉）の導入やバッチ型ガス軟窒化炉の更新が計画され
ており、待ち時間短縮が図れ期待が持てる。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 総加工重量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 11,111 11,252

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 10,556 10,926

事業の概要 金属の熱処理委託加工業

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 24金属製品製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪府八尾市竹渕西４－２８

氏名
㈱共立ヒートテクノ

代表取締役社長　山川　耕司



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1121) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1121) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1123) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5999) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1121) 2017 年度
人工排熱 ～
平準化 2019 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

6
㈱共立ヒート
テクノ

新規設備を導入
連続焼入焼戻炉設備の導入を検討

待ち時間の短縮

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4
㈱共立ヒート
テクノ

新規設備を導入
ファーカー設備の導入を検討

待ち時間の短縮

5
㈱共立ヒート
テクノ

デマンド監視システムの構築

デマンド監視装
置の導入

2
㈱共立ヒート
テクノ

連続焼なまし炉の集約化
(年間８１ｔ－ＣＯ２削減)

待ち時間の短縮

3
㈱共立ヒート
テクノ

連続焼なまし炉／省エネバーナーへの
更新を検討

廃熱の回収利用

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1
㈱共立ヒート
テクノ

浸炭炉の集約化
(年間１８６ｔ－ＣＯ２削減)

待ち時間の短縮

(2)推進体制

０６年７月に第１種エネルギー管理指定工場に指定された事もあり、環境マネジメントシステムと
併せて天然ガス使用量の削減（原単位）を推進しています。
また、毎月エネルギー管理者を含めた会議内において、エネルギー使用実績と目標の対比並びに問題
点の抽出と対策の検討など継続的な改善にも努めています。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.2 ％ 1.4 ％ 2.5 ％ 3.3 ％

－ ％ 1.5 ％ 2.3 ％ 2.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

空調機等の更新により基準年度に比べ温室効果ガスの排出量は下回り、原単位ベースでは3.3％の削減率となった。
省エネルギー機器への代替を進め、平成32年度の目標とする基準年度比約3%削減の達成に努めるとともに、総排出量に
ついても削減に努めていきます。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪府内にある工場の総生産量

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 7,554 6,707

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,999 6,155

事業の概要
主に輪ゴム、粘着テープなどの包装資材や、輪界用品、メディカル用品の製
造、販売を行なっている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 18プラスチック製品製造業（別掲を除く）

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市　西成区　橘　3-20-28

氏名
株式会社　共和

取締役社長　杉原正博



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1212) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1114) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2225) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

1

本社工場 輸送物品の詰め合わせを実施し、最適な輸送
ロットを決定し、配車台数を削減する。

積載率の向上

2

全事業所 アイドリングストップの励行及び急発進、急加
速をしないなど、全車がエコドライブを実施す
る。(年間2.3t-CO2を削減）エコドライブの

推進

10 第3工場

省エネ効果の高い冷却設備に更新する。
(年間1.9t-CO2を削減)

冷却設備の導入

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

8 本社工場

省エネ効果の高い照明機器（LED蛍光灯)に更新
する。
(年間0.6t-CO2を削減)照明設備の導入

9 泉佐野工場

標準型モーターを高効率型モーターへ更新し、
省エネを図る。
(年間2.1t-CO2を削減)高効率電動機の

導入

6 第3工場

定期的にボイラーの水質管理及び設備の保守、
点検を行い、良好な状態を維持する。

保守及び点検

7 本社工場

空気調和設備に運転制御機器を取り付け、省エ
ネ運転が行なえるようにする。

運転制御装置の
導入

4 全事業所

省エネ効果の高い空気調和設備に更新する。
(年間39.6t-CO2を削減）

空気調和設備の
導入

5 第3工場

加熱設備の蒸気漏れの防止や保温効率の向上を
図り、放熱を抑えるため更新する。
(年間70.0t-CO2を削減)加熱設備の導入

2 全事業所

過剰又は不要な照明は消灯できるよう照明設備
の回路変更、又は撤去などを行い適正化を図
る。照明設備の運用

改善

3 全事業所

負荷変動の大きい設備にはインバーターを取り
付け負荷に応じた運転制御ができるようにす
る。回転数制御装置

の導入

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全事業所

クールビズ、ウォームビズを実施し、冷暖房温
度は政府の推奨する温度に設定する。

空気調和設備の
運用改善

(2)推進体制

全社的に温暖化対策に取り組む為。環境マネジメントシステムを導入しており、全事業所でISO14001の承認を取得し
た。（平成24年度更新審査)

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

1．｢緑の募金｣を通じての地球温暖化防止活動
社内に設置した飲良品自動販売機の売り上げの一部を｢緑の募金｣に寄付し、地球温暖化防止活動に協力している。
(2007年11月21日～2017年6月20日時点　264,600円)

3

本社工場 自動車の更新時に普通車からハイブリッド車に
入れ替える。
(年間5.8t-CO2を削減）低燃費車の導入

等

(4)その他の抑制対策



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 90.0 ％ 63.1 ％ 93.2 ％ 93.5 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 63.7 ％ 93.1 ％ 93.4 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

また、営業車への継続したハイブリッド車導入により、自動車由来の温室効果ガス排出量：基準年度比▲29.5％（基準
年度:210 t-CO2、前年度：148 t-CO2）を達成。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

堺工場の生産は平成27年6月で終了し、同年10月に工場閉鎖したため、平成27、28、29年度のエネルギー使用量量、温
室効果ガスの排出量は大幅に減少。削減目標▲90％に対し最終年度▲93.5％となった。
大阪支店等のテナント事業所では、継続した省エネ活動を展開しており、電気・ガス由来温室効果ガス排出量は基準年
度比▲20％（基準年度:175 t-CO2、前年度：140 t-CO2）を達成。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 4,650

区分
削減目標

307

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 4,401 287

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 16化学工業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要

堺工場：医薬品原薬を製造
　　　　平成27年6月に製造を終了し、平成27年10月末に工場閉鎖完了

大阪支店：関西地区の業務の統括管理

北大阪営業所・堺営業所：大阪府内の営業活動

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
東京都千代田区大手町1-9-2

氏名
協和発酵キリン株式会社

大手町ﾌｨﾅﾝｼｬﾙｼﾃｨ ｸﾞﾗﾝｷｭｰﾌﾞ 代表取締役社長　宮本 昌志



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2015 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1199) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2015 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
3

大阪支店
北大阪営業所
堺営業所

事業所内にポスターを掲示し、啓発している。

従業員への啓発
活動

(4)その他の抑制対策

1

大阪支店
北大阪営業所
堺営業所

営業車を更新するとき、ハイブリッド車などの
低燃費車を導入している。

所有車を低燃費
車へ更新

2

大阪支店
北大阪営業所
堺営業所

月2階以上のノーカーデイを設定。内勤業務時
は公共交通機関の利用を促進している。

ノーカーデイの
設定

2 堺工場

事業所閉鎖後の残務処理を円滑に行った。従業
員撤退後の保安体制を合理的なものにした。業務効率化によ

るエネルギー削
減

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 堺工場

事業所閉鎖までの間、ユーティリティー監視シ
ステムを活用し、無駄なエネルギーを削減し
た。エネルギー監視

システムの活用

(2)推進体制

全社的にエコプロジェクト活動を進めており、温室効果ガスの排出削減に努めている。
堺工場は2001年にISO14001の認証を取得し、環境へ配慮した企業活動に取り組んできた。
また平成18年に省エネ法の第2種指定工場になったことを契機に、平成20年4月に省エネ委員会を立ち上げ、省エネ活動
に注力してきた。平成27年10月に工場閉鎖完了。
大阪支店、北大阪営業所、堺営業所はすべてハイブリッド車を使用し、排気ガス削減に取り組んでいる。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 1.8 ％ 1.0 ％ 16.0 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 1.7 ％ 0.9 ％ 16.0 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

りそなグループＯＢＰオフィスでは、老朽化機器の省エネ型への更新を計画して随時実施している。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成２９年度排出量ベース削減量は、基準年度比で １６％削減しており、第３年度の目標を達成することができた。
要因としては南港別館の用途変更により電気・ガス使用量が大幅減少したこと、各支店で省エネ型照明器具（ＬＥＤ）
への更新を計画的に進めていること、全社的に継続して取り組んでいる省エネ活動が浸透していることである。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 9,763

区分
削減目標

8,202

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 8,374 7,036

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 62銀行業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 銀行業全般

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪市中央区備後町

氏名
株式会社　近畿大阪銀行

２丁目２番１号 代表取締役社長　中前 公志



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (5115) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1111) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

りそなグループとしてシステムの集約や省エネ機器の導入、クールビズや早帰り運動の実施により、電気使用量の削減
に取り組んでいる。また、営業用車両のハイブリッド車への切替えや電動アシスト自転車の導入によりガソリン使用量
の削減にも取り組んでいる。

「生駒山系花屏風推進活動」「近畿大阪銀行の森づくり」「クールアースデー、夏至ライトダウン」「クールビズ」
「ウォームビズ」等への環境活動に積極的に参加・実施している。

1

ＯＢＰ・拠点 公共交通機関の積極的利用

公共交通機関の
利用促進

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4 拠点

クールアースデー、夏至ライトダウンキャン
ペーンに継続参加

省エネ推進体制
の継続・見直し

5 拠点

省エネ型照明器具（ＬＥＤ）への計画的更新

省エネ型照明器
具への更新

2 ＯＢＰ・拠点

クールビズ、ウォームビズ等の実施

省エネ推進体制
の継続・見直し

3 ＯＢＰ・拠点

店舗ネットワークの再構築（店舗統合）

店舗ネットワー
クの再構築

1 ＯＢＰ・拠点

社長を最高責任者とする全従業員参加型の環境
マネジメント活動を実施

省エネ推進体制
の継続・見直し

(2)推進体制

「環境関連法規等の遵守」「本業を通じた環境保全」「オフィスにおける環境負荷低減」「環境コミュニケーション」
「グループ内啓発と全員参加」「環境方針の公開」のグループ方針に基づいて、汚染の予防を含む環境マネジメント活
動を展開し活動のシステムを継続的に改善している。

2008年4月1日より社長を最高責任者とする全社員参加型のプロジェクトとして取り組んでいます。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



市民・企業・行政等と連携して設立された「ＳＡＫＡＩエコ・ファイナンスサポーターズ倶楽部」に参加し、堺市、お
おさかATCグリーンエコプラザの共に「エコハウス提案会」を継続的に開催している。



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 8.0 ％ 3.7 ％ 2.1 ％ 1.8 ％

－ ％ 3.8 ％ 2.0 ％ 1.7 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 生産工数

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

第1年度は3.7%の削減率となった。
第2年度は平成28年6月に新工場、平成28年9月に事務所の完成に伴い、設備およびエアコン、照明などの電力使用量が
増加したため、2.1％の削減率となった。
第3年度は7月～9月の3ヶ月間にクライメート試験(300,000kWh）を実施したことで電力使用量が増加したため、1.8％の
削減率となった。
（クライメート試験を実施しなければ、4.3％の削減率となっていた。）

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,435

区分
削減目標

6,874

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 5,719 6,101

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 31輸送用機械器具製造業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要 ・鉄道車両の製造

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
大阪府東大阪市稲田上町

氏名
近畿車輛株式会社

2丁目2-46 代表取締役社長　　岡根　修司



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (1214) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
1

本社工場 社用車においてエコドライブを実施する。

エコドライブの
推進

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 本社工場

省エネ効果の高い照明設備に順次更新する。

照明設備の導入

3 本社工場

重負荷時にエンジン発電機(300kVA、1台)を運
転し、電力の平準化になる様にする。

電力の平準化

1 本社工場

省エネ効果の高い空調設備に順次更新・改造す
る。

空調設備

(2)推進体制

当社は、環境マネージメントシステム（ISO14001）を取得しており、地球温暖化対策に取り組んでいきます。また、製
作所 担任取締役を長とする省エネルギー推進体制を設置して省エネルギーの推進に取り組んでいます。
電力使用の多い重負荷時にはディーゼル発電機(300kVA、1台)を稼動させ、電気の需要の平準化に努めます。

・省エネルギーパトロールを各職場の省エネ責任者を中心に実施します。(2月に3回、8月に3回実施)
・省エネ月間に全社員を対象に省エネ意識の高揚を図るため、具体的な省エネ実施要領を通知します。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.1 ％ -0.8 ％ 4.3 ％ 8.0 ％

－ ％ -0.8 ％ 4.4 ％ 6.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

第1年度 第2年度 第3年度

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 延床面積

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

基準年度（平成26年度）に対して、平成29年度のエネルギー使用量は原単位ベースでも6.8%減と、
大きく削減されている（尚、平成29年度より堺病院は閉鎖）。
平成28年4月から省エネルギー推進規定を整備、省エネルギー推進委員会を発足させており、
平成29年度以降は、エネルギー使用の合理化の計画・実施・検証を強化した結果が出ているためと思われる。

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 45,717

区分
削減目標

42,493

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 43,132 39,593

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 81学校教育

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

事業の概要
事業内容：大学　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事
業概要：大学、附属高等学校・中学校、附属病院

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

実績報告書

届出者 住所
東大阪市小若江３丁目４－１

氏名
学校法人　近畿大学

理事長　清水　由洋　　　　　印



No. 

ＧＨＧ排出 コード (1212) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
人工排熱 ～

レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1211) 2015 年度
人工排熱 ～
平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～

年度
1

(4)その他の抑制対策

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

4
東大阪キャン
パス

照明器具の人感センサーの設置

電力の削減

5 全学

ガスヒーポンの導入の増設

エネルギー源の
削減。

2 全て

ＬＥＤ蛍光灯照明器具への取替え

電力の削減

3
東大阪キャン
パス

屋上緑化の可能な建物の計画

熱を逃すことで
温度の上昇を抑
える。

1 全て

建物の窓ガラスに断熱フィルムを貼る

断熱フィルムを
貼ることで空調
負荷の低減

(2)推進体制

平成29年度は、省エネ推進体制を強化し、①エネルギー使用量の見える化導入、②主要設備の運用状況の調査、③熱
源・ポンプ・空調機に対するチューニング、④全エリアでの運用ルールの再構築、⑤教職員・学生を巻き込んだ形でセ
ミナーの開催、等を実施した。
平準化対策としては、エネルギー使用量状況の把握とデマンド監視による運用ルールの再構築を実施し、
東大阪キャンパス、大阪狭山キャンパスにおいては、ピークカット運用を開始した。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 4.3 ％ 2.3 ％ 2.8 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 4.3 ％ 2.4 ％ 3.5 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

本実施期間（平成29年度）の削減率2.8％（目標値3.0％）で未達となった。今後も一層の環境配慮行動の実施・省エネ
ルギー型（高効率）機器への代替を進めてまいります。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 15,305 14,776

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 13,928 13,551

事業の概要 総合医療を主にした施設で、大阪市内に８施設、堺市内に５施設

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 83医療業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市住吉区南住吉3-3-7

氏名
医療法人　錦秀会

　理事長　籔本　雅巳



No. 

ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (1113) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (1216) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (1214) 2016 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
3

全施設 アイドリングストップ車の導入

エコドライブ車
の導入

(4)その他の抑制対策

1

全施設 急発進・急停止等の操作を行わないよう、エコ
安全運転の指導・教育の徹底

エコドライブの
推進

2

全施設 ハイブリット車の導入

ハイブリット車
の導入

4
阪和第一泉北
病院

排熱回収能力向上及び細かなデマンド監理の実
施

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ設備
老朽更新

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 全ての施設

冷暖房の温度管理を実施する。

空気調和設備の
運用改善

3
阪和第二泉北
病院

空調器の老朽更新を実施する事で、能力低下し
た機器を適正な状況に戻しエネルギーロスを抑
える。吸収式冷温水発

生器老朽更新

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての施設

照明の照度管理、器具の見直しを実施

LED導入一部導入

(2)推進体制

関西電力㈱、大阪ガス㈱、各機器メーカーとの協議を踏まえ省エネ対策・機器導入を進めるとともに、各所に管理責任
者を設置して推進しています。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 0.6 ％ 1.5 ％ 4.3 ％ 6.9 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 1.1 ％ 3.7 ％ 6.8 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

当社のエネルギー消費量の大半が事業用自動車が使用する燃料である。車種別に見ると、新車のタクシー車両（LPG
車）はすべてアイドリングストップ車としたことがあげられる。
それにも増して特筆すべきは、当社のグリーン経営認証も13年目を迎え、永年登録表彰を受けたことにより、より一層
の従業員間に「エネルギー問題」や「温暖化問題」と言った「環境に関する」意識が浸透してきたことが挙げられる。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,999 6,529

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,958 6,481

事業の概要 一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー業）

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 43道路旅客運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市天王寺区上本町9-4-17

氏名
近鉄タクシー株式会社

取締役社長　　平山　晃



No. 

ＧＨＧ排出 コード 年度
人工排熱 ～
平準化 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2111) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2111) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

※GPS-AVM（デジタル無線配車システム）を早くから導入し、無駄な空車走行を無くす効率的な配車に努めている。
※乗務社員の労働時間（営業時間）に関し、その出入庫時間および乗務シフトの周知を徹底し、無駄な走行を行わない
ように指導を行っている。

5

全社 一般旅客自動車事業者として法令に定められた
必要数の運行管理者を選任し、事業用自動車の
運行管理を厳正に行うことにより、無駄な車両
の使用を防止している。

運行管理制度

6

全社 各営業所に所属するドライバーに対して、エコ
ドライブに関する知識の啓蒙を行っている。

エコドライブの
啓蒙

3

全社 所有車両のそれぞれについて、走行の程度や整
備状況を鑑み、車両の代替時期を厳密に管理し
ている。車両状態の把握

と整備の管理

4

全社 車両の代替時期を厳正に管理し、代替の必要性
が求められる場合には、全車両を低公害車の導
入に当てている。適正期間内での

車両の代替

1

全社 グリーン経営認証基準に基づいた、会社全体の
環境保全に対する指針として「環境方針」を策
定し、それを事業所に掲示し、社員の意識向上
を図っている。

環境方針の制定

2

全社 前項の方針に基づき、会社内で環境保全に関す
る組織を作り、機能させている。

環境保全体制の
組織作り

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1

(2)推進体制

交通エコロジー・モビリティ財団が主宰する「グリーン経営」認証制度に準拠した環境保全体制。　　　　（当社は
H17年にグリーン経営の認証を受けています。）

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 6.6 ％ 11.4 ％ 13.1 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 6.8 ％ 11.3 ％ 13.0 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

当社の温室効果ガス排出量の大部分は、バス車両による旅客自動車運送事業によるものです。今年度につきましては、
低燃費車両の導入と経年車両の台数削減、エコドライブの徹底等を行なった結果、燃料使用量を抑制できた為、ＣＯ２
排出量が削減出来ました。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 22,114 19,246

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 21,981 19,110

事業の概要 主に、バス車両による旅客自動車運送事業を行っています。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 43道路旅客運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
東大阪市小阪1丁目7番1号

氏名
近鉄バス株式会社

 取締役社長　塩川　耕士



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1222) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～

平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

3

全ての営業所 燃料流量計を装着した車両にて、エコドライブ
の教習を随時実施。同時にアイドリングストッ
プの推進。エコドライブの

推進

4

全ての営業所 日常の点検・整備時にタイヤの空気圧の適正
化、エアークリーナーの清掃・交換等を行い、
良好な整備状態を維持する。自動車の適正な

維持管理

1

全ての営業所 バスの更新時に、特殊な用途以外の車両につい
ては、低燃費基準達成車を導入する。（６５台
代替予定）低燃費車の導入

等

2

全ての営業所 バスの更新時に、アイドリングストップ機能装
置装着車を導入する。

アイドリングス
トップ機能装着
車の導入

4 全ての事業所

全事業所の照明灯を蛍光灯からLED照明具へ交
換。

照明灯のLED化

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2
本社、整備セ
ンター

昼休みの消灯、こまめに照明設備のスイッチオ
フ、機器類の不要時の電源オフ。

照明等の適正化

3 鳥飼営業所

太陽光発電設備(5kW)を設置している。(年間○
t-CO2を削減)

太陽光発電設備
の導入

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 本社

冷房温度２８℃及びクールビズ、暖房温度２
０℃の励行。

空調の適温化

(2)推進体制

・車両の代替時には、排出ガス基準に適合した車両を導入します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・エコド
ライブ教習を各営業所ごとに燃料流量計を取付した車両を使用した講習を随時開催し、全社員への意識づけを行ってい
ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・毎月部課長会議において
輸送の効率化について検討しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・毎月の全社会議において各営業所
ごとの車両成績を公表し、全社員への意識徹底を図っています。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 8.0 ％ 4.6 ％ 7.6 ％

－ ％ 6.3 ％ 3.6 ％ 6.1 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

各施設ごとの延床面積（千㎡）×施設の総営業時間（h/年)で算出した数値を合計した値＝
合計生産数量（経済産業局エネルギー定期報告書提出分より）の大阪府内の店舗の総合計値

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

平成30年度については、エネルギー効率の高いエレベーター空調設備に変更するとともに、照明のLED化工事により、
CO2を削減する見込みである。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 店舗の延床面積×営業時間の総合計数

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 44,367 40,176

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 40,333 35,927

事業の概要
近畿、中部地方で百貨店等を運営している。大阪府内では３店舗（あべのハル
カス近鉄本店、上本町店、東大阪店）を運営している。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 56各種商品小売業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市阿倍野区阿倍野筋1-1-43

氏名
株式会社近鉄百貨店

取締役社長執行役員　髙松　啓二



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1216) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1215) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度

14 南立体駐車場

ＬＥＤ照明器具への更新（231台）

12 and

ＬＥＤ照明器具への更新（171台）

照明器具の更新

13
パーキングビ
ル

ＬＥＤ照明器具への更新（769台）

照明器具の更新

10 東大阪店

ＬＥＤ照明器具への更新（122台）

照明器具の更新

11 Hoop

ＬＥＤ照明器具への更新（80台）

照明器具の更新

8 本店

ＬＥＤ照明器具への更新（1,655台）

照明器具の更新

9 上本町店

ターボ冷凍機3号機
冷水・冷却水ポンプインバータ化

ポンプインバー
タ化

6 東大阪店

エスカレーター更新工事（4台）

エスカレーター
の更新

7 東大阪店

従業員用エレベーター更新工事（1台）

エレベーターの
更新

4
流通センター
八尾

エレベーター更新工事（1台）

エレベーターの
更新

5 東大阪店

冷凍・冷蔵ケース更新工事
冷ケース（6台）
冷凍ストッカー（1台）冷凍・冷蔵ケー

ス更新

2
流通センター
八尾

空調設備更新工事(各階合計27台）

空調機の更新

3 上本町店

ＬＥＤ照明器具への更新（1,899台）

照明器具の更新

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 上本町店

空調機老朽化による更新（4台インバーター
化）

空調機の更新

(2)推進体制

電気需要の平準化について
営業時間の大幅な変更を伴うピークシフト・ボトムアップは不可能であり、ピークカットについては日本百貨店協会
が、環境省の「Fun To Share」の呼びかけに賛同し、夏場と冬場に実施するキャンペーンに協力し、ポスター、店内放
送を通じて、従業員・お客様に呼びかけをしている。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2016 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2016 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1217) 2017 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

・各店舗においては、設備管理業務委託先であるミディ総合管理㈱の各事業所において、月次毎にエネルギー使用実績
値の分析を行い、各店庶務担当部門が必要な指示を行うこととしている。また、全店にまたがるまたは共通の課題につ
いては総合企画本部施設計画部が計画の策定・指示を行うこととしている。

・平成26年5月からあべのハルカス近鉄本店（以下「本店」といいます。）において、蒸気吸収式の冷凍機は老朽化に
伴い効率が悪化し運転を停止している。吸収式冷凍機運転中止による、本店・Ｈｏｏｐの冷水の不足分はあべのハルカ
スからの冷水熱融通を実施することで、ウイング館に設置しているターボ冷凍機は効率の良いポイントでの運転が可能
になるとともに、平成27年度以降に大幅なエネルギー削減につながっている。

3

外商部門 外販用自動車の代替手段として、電動自転車を
導入を推進する。

電動自転車の導
入

4

外商部門 外販用自動車を増加させないため、中元期・歳
暮期の繁忙期はカーシェアリングを推進する。

カーシェアリン
グの推進

1

外商部門 外商係員に対し、エコドライブのすすめを参考
に燃料消費をを考えた運転を指導する。

エコドライブの
推進

2

外商部門 車両入替え時、燃費効率のよい車種（軽自動
車）へ転換を進める。

低燃費車の導入

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

18 上本町店

ＬＥＤ照明器具への更新（3,554台）

照明器具の更新

19
パーキングビ
ル

エレベーター更新工事（1台）

エレベーターの
更新

16
流通センター
八尾

ＬＥＤ照明器具への更新（951台）

照明器具の更新

17 本店

エレベーター更新工事（2台）

エレベーターの
更新

14 南立体駐車場

ＬＥＤ照明器具への更新（231台）

照明器具の更新

15 南別館

ＬＥＤ照明器具への更新（351台）

照明器具の更新



・各店舗にミディ総合管理㈱において使用最大電力を把握、その傾向値から契約電力量の引下げを行い、契約電力量を
超過しないようコントロールしている。それにより、結果として、電力使用量の削減に努めていることになる。



レ

レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
％ ％ ％ ％

レ 3.0 ％ 1.4 ％ -3.5 ％ 3.8 ％

－ ％ 1.9 ％ -2.0 ％ 5.0 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

節電取組の成果により、基準年度比で3.8％の削減となった。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値 大阪府内の事業所の建物延床面積

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 6,650 6,530

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 6,196 6,158

事業の概要

電気工事（配電工事、ビル・工場等の一般電気工事、送電線工事、発変電所工
事等）並びに情報通信工事（電気通信工事、計装工事等）、環境関連工事（空
調管工事、内装設備工事等）及び土木工事、その他これらに関連する事業を
行っている。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 8設備工事業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
大阪市北区本庄東２丁目３番４１号

氏名
株式会社　きんでん

取締役社長　前田　幸一



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1112) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1126) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2112) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2114) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2122) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度
5

全ての事業所 急発進・急加速をしない、駐停車時に不必要な
アイドリングを行わない等、環境に配慮した運
転を推進する。イントラネット等を通じて従業
員に啓発する。27～29年度通して実施。

エコドライブの
推進

(4)その他の抑制対策

3

全ての事業所 年度毎に車両の買替計画を策定して高年式車両
の買替を促進し、買替に際しては、可能な範囲
で環境に配慮した車種の導入を検討する。29年
度は低公害車等の導入率は26年度比13.8%上
昇。

低公害車等の計
画的な購入

4

全ての事業所 通勤時及び人間のみの移動時は可能な限り自動
車の利用を自粛し、現場への移動時は乗合いを
する等、効率的な運行を心掛ける。イントラ
ネット等を通じて従業員に啓発する。27～29年
度通して実施。

自動車利用の自
粛

1

全ての事業所 自動車の走行距離、燃料使用量等のデータを記
録し、燃費管理を確実に行う。27～29年度通し
て実施。

エネルギーの使
用に関するデー
タ管理

2

全ての事業所 毎月、年、法定点検、定期点検を欠かさず実施
する。27～29年度通して実施。

車両の適正な管
理

4 全ての事業所

Ｈｆ蛍光ランプ、ＬＥＤランプ等の省エネル
ギー型設備の導入を進める。27～29年度通して
実施。

照明機器の省エ
ネルギー化の推
進

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 全ての事業所

空調は、必要な区域・時間に限定すること及び
設定温度の適正化（冷房時28度、暖房時20度）
を徹底する。また、5月から10月はノーネクタ
イで執務する。27～29年度通して実施。

空気調和設備適
正運用の徹底

3 全ての事業所

不要箇所・不要時の消灯及び間引点灯、エレ
ベーター運転時間・稼動数の適正化、不要時の
ＯＡ機器等電気製品の電源オフ・低電力モード
設定を徹底する。27～29年度通して実施。

照明設備、昇降
機、電気製品適
正使用の徹底

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

月単位でエネルギー管理を実施し、数値で過去
の実績と比較したエネルギーの消費動向が把握
できるようにする。27～29年度通して実施。

エネルギーの使
用に関するデー
タ管理

(2)推進体制

・本店にあっては総務法務部、支店(社)にあっては業務部総務チーム(課)、営業所にあっては業務チームがエネルギー
管理推進部署として、省エネルギー対策を推進しており、本体制を継続していきます。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野



レ

2015 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31

2014 )年度 2017 )年度

ｔ-CO2 ｔ-CO2
ｔ-CO2 ｔ-CO2

ｔ-CO2

(2017 年度) (2015 年度) (2016 年度) (2017 年度)
レ 3.0 ％ 3.9 ％ 9.4 ％ 3.7 ％

％ ％ ％ ％

－ ％ 3.9 ％ 9.3 ％ 3.7 ％

％ ％ ％ ％

（ ）

◎　事業活動に係る温室効果ガス排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化対策

　(1)温室効果ガスの削減状況についての見解(計画の最終年度に目標が達成できなかった場合、その理由)

全社・全支店で、年間・毎月度の燃費目標を掲げ、支店・車ごとの燃費達成状況や前年比較を配信し、それをもとに検
証、指導を実施。また、エコドライブ推進の為、特に削減効果が高かった項目をエコドライブ３原則とし、安全手帳に
その項目を盛り込んだ。また、全車両にデジタコを装着、ポスト新長期の車両の導入を行い、温室効果ガス削減に取り
組んだ。

削減率（平準化補正ベース）

吸収量による削減率

　　温室効果ガスの排出に係る原単位の設定内容（目標削減率(原単位ベース)を選択した場合のみ記入）

　　温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値

　　（温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を複数設定した場合の設定方法）

区分
削減目標 第1年度 第2年度 第3年度

選択
削減率（排出量ベース）

削減率（原単位ベース）

温室効果ガス総排出量（平準化補正後） 3,199 3,082

植林、緑化、森の保全による二酸化炭素の吸収量 0

　(3)温室効果ガスの削減目標の達成状況

  (2)前年度における温室効果ガス総排出量

区分 基準年度( 前年度(

温室効果ガス総排出量 3,161 3,046

事業の概要
主にトラック（及びトラクタ）による貨物運送を行っており、その他に倉庫業
等、幅広く事業を展開している。

◎　温室効果ガスの削減目標の達成状況

　(1)計画期間

日（3年間）

特定事業者の主たる業種 44道路貨物運送業

該当する特定事業者の要件

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第１号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第２号に該当する
者

大阪府温暖化の防止等に関する条例施行規則第３条第３号イ又はロに
該当する者

実績報告書

届出者 住所
静岡県駿東郡清水町伏見字向田351

氏名
近物レックス株式会社

代表取締役　　堀内　悟



No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (1122) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1218) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (1125) 2015 年度
レ 人工排熱 ～
レ 平準化 2017 年度

No. 

レ ＧＨＧ排出 コード (2123) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2112) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

レ ＧＨＧ排出 コード (2121) 2015 年度

レ 人工排熱 ～

2017 年度

ＧＨＧ排出 コード (2126) 2015 年度
人工排熱 ～

2017 年度

(4)その他の抑制対策

3

全ての事業所 ポスト新長期車両の導入推進

ポスト新長期車
両の導入推進

4

全ての事業所 金曜、土曜日の貨物の集約輸送をはかり輸送効
率の向上を図る。また、積載率やルートの見直
しを定期的に行う。

輸送効率の向上

1

全ての事業所 アイドリングストップ等によるエコドライブの
推進

エコドライブの
推進

2

全ての事業所 車両ごとの燃費データを管理する

燃費データの管
理

　　2.自動車分野
温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

2 全ての事業所

照明器具等、省エネ効果の高い器具に交換す
る。

照明器具の交換

3 全ての事業所

使用していない電気器具のコンセントを抜く。

待機電力の削減

温室効果ガス
(GHG)の排出

及び人工排熱の
区分

事業所名 対策項目 対策の内容
実施スケ
ジュール
（年度）

1 全ての事業所

空調設備の使用期間を5～10月、11～3月と定
め、期間内の設定温度は、夏季28度、冬季20度
とする。空調設備の温度

管理

(2)推進体制

・全社的に省エネ推進に取り組んでおり、アイドリングストップをはじめエコドライブの推進を図っており、現在、単
年度として対前年1％以上の燃費向上を目標として進めている。
・省エネ推進運動を本社主導で展開。

・支店ごとに月間の車両に燃費実績を対前年比較を出し検証、指導を実施。

(3)温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制並びに電気の需要の平準化のための対策の実施状況
　　1.産業・業務分野


